
土
地
開
発
公
社
の

経
営
状
況
報
告

繰
越
準
備
金
は

２
２
３
４
万
円

　

平
成
29
年
度
吉
岡
町
土

地
開
発
公
社
の
事
業
と
し

て
は
、
公
有
地
取
得
事
業

の
用
地
取
得
お
よ
び
用
地

売
却
は
あ
り
ま
せ
ん
で
し

た
。
決
算
額
は
収
入
２
７

６
８
円
、
支
出
１
９
９
万

９
６
０
０
円
で
、
１
９
９

万
６
８
３
２
円
の
損
失
を

計
上
し
ま
し
た
。

公
社
所
有
の
マ
イ
ク

ロ
バ
ス
２
台
は
、
実

際
公
社
の
利
用
は
な
い
。

一
般
会
計
へ
繰
り
入
れ
る

必
要
が
あ
る
と
思
う
が
。

公
社
利
益
の
運
用
の

形
で
管
理
し
て
い
る

の
で
、
現
状
維
持
で
考
え

る
。

税
条
例
の
一
部
改
正

国
保
税
条
例
の
一
部
改
正

固
定
資
産
税
の
負
担
調
整
措
置
の
継
続

軽
減
税
率
の
拡
大
５
年
連
続

　

税
制
改
正
に
と
も
な
い
、

地
方
税
法
の
一
部
を
改
正

す
る
法
律
が
平
成
30
年
３

月
31
日
に
公
布
さ
れ
、
税

条
例
の
一
部
を
速
や
か
に

改
正
す
る
必
要
が
生
じ
た

た
め
、
ま
ち
は
専
決
処
分

を
し
、
議
会
に
承
認
を
求

め
た
も
の
で
す
。

　

地
方
税
法
施
行
令
の
一

部
を
改
正
す
る
政
令
が
公

布
さ
れ
、
施
行
期
日
が
平

成
30
年
４
月
１
日
で
あ
る

こ
と
か
ら
、
本
条
例
の
一

部
を
速
や
か
に
改
正
す
る

必
要
が
生
じ
た
た
め
、
ま

ち
は
専
決
処
分
を
し
、
議

会
に
承
認
を
求
め
た
も
の

で
す
。

　

改
正
さ
れ
た
主
な
内
容

は
次
の
と
お
り
で
す
。

〇
３
年
に
１
度
実
施
さ
れ

る
固
定
資
産
の
評
価
替
え

が
、
平
成
30
年
に
実
施
さ

れ
ま
す
が
、
平
成
９
年
以

降
実
施
さ
れ
て
い
る
固
定

資
産
税
の
負
担
調
整
の
仕

組
み
の
適
用
期
限
を
、
今

　

改
正
さ
れ
た
主
な
内
容

は
次
の
と
お
り
で
す
。

〇
基
礎
課
税
分
を
４
万
円

引
き
上
げ
て
58
万
円
、
後

期
高
齢
者
支
援
金
課
税
19

万
円
と
介
護
納
付
金
課
税

16
万
円
は
据
え
置
き
と
し
、

課
税
限
度
額
を
93
万
円
。

（
高
所
得
者
に
負
担
を
求
め

る
も
の
）

後
の
３
年
間
も
適
用
す
る

も
の
で
す
。（
固
定
資
産
税

の
急
激
な
増
加
な
ど
を
抑

制
す
る
も
の
）

〇
５
割
軽
減
の
場
合

　

基
礎
控
除
額
33
万
円
に

加
算
さ
れ
る
27
万
円
を
27

万
５
千
円
と
す
る
。

〇
２
割
軽
減
の
場
合

　

基
礎
控
除
額
33
万
円
に

加
算
さ
れ
る
49
万
円
を
50

万
円
と
す
る
。

（
軽
減
税
率
の
拡
大
）

一般会計補正予算

増 額
国庫補助金
　防災無線デジタル化事業　　　　　２６６１万円
　（交付額内示によるもの）
繰入金
　財政調整基金より　　　　　　　　１９７５万円
諸収入
　駒寄スマートＩＣ大型化事業に係る
　前橋市負担金                           　５７５９万円
　（歳出増にともなう増額）
町債
　防災無線デジタル化事業　　　　　１２１０万円
　（歳出増にともなう増額）

増 額
駒寄スマートＩＣ大型車対応化事業　　７７００万円

（当初予定より工事範囲が広がったため、
町内工区の施行量増にともなうネクスコ
への委託料増加によるもの）

防災無線デジタル化設置工事　　　　３８７０万円
（国庫補助金の増額にともなうもの）

損失補償金                   　　　　　　　  ５６万円
（小口資金融資）

  歳入の主な補正   歳出の主な補正

総額　７３億４０２６万円

答 問
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　総務常任委員会が６月７日、文
教厚生常任委員会が８日に行わ
れ、付託された議案などについて
審査しました。

今
後
も
慎
重
に
審
査

し
て
い
く
。

税
条
例
の
一
部
改
正

個
人
町
民
税
改
正
の

主
な
内
容
は
。

給
与
所
得
控
除
・
公

的
年
金
な
ど
の
控
除

の
一
部
を
基
礎
控
除
に
振

り
替
え
る
措
置
に
と
も
な

い
、
給
与
所
得
８
５
０
万

円
以
上
の
人
は
税
負
担
が

増
え
、
自
営
業
者
な
ど
の

人
は
税
負
担
が
軽
く
な
る
。

た
ば
こ
税
改
正
の
主

な
内
容
は
。

た
ば
こ
税
は
、
平
成

30
年
10
月
と
、
32
・

33
年
の
３
回
に
か
け
て
、

国
・
地
方
あ
わ
せ
て
１
千

本
当
た
り
３
千
円
の
増
税

と
な
る
。
さ
ら
に
、
加
熱

式
た
ば
こ
は
、
５
年
間
か

け
て
本
数
へ
の
換
算
方
法

の
見
直
し
を
し
、
紙
巻
た

ば
こ
の
７
割
か
ら
９
割
程

度
の
税
額
に
な
る
こ
と
が

見
込
ま
れ
る
。

一
般
会
計
補
正
予
算
の
ほ

か
、
議
案
１
件
、
承
認
１
件

に
つ
い
て
審
査
し
ま
し
た
。

一
般
会
計
補
正
予
算

防
災
無
線
デ
ジ
タ
ル

化
設
置
工
事
に
国
庫

補
助
金
２
６
６
１
万
円
が

増
額
に
な
っ
た
が
、
工
事

の
概
要
は
。

子
局
17
局
の
改
修
予

定
を
20
局
と
し
、
全

局
の
改
修
が
終
わ
る
。
ま

た
戸
別
受
信
機
２
５
０
台

も
交
換
す
る
予
定
。

今
回
の
工
事
で
、
平

成
34
年
の
工
事
終
了

予
定
が
早
ま
る
の
か
。

来
年
度
の
補
助
金
が

前
倒
し
で
入
っ
た
。

工
事
終
了
時
期
は
変
わ
ら

な
い
。損

失
補
償
金
56
万
円

と
あ
る
。
小
口
資
金

の
融
資
に
当
た
り
、
危
険

性
の
有
無
を
よ
く
審
査
す

べ
き
で
は
。

問問問

問問

戸
別
受
信
機
の
交
換
始
ま
る

答

答答

答

答

総務

の
増
減
は
。

※

改
正
前
３
８
５
、

改
正
後
３
９
４
世
帯

で
、
９
世
帯
の
増
。

今
回
の
改
正
に
よ
る
、

２
割
軽
減
対
象
世
帯

の
増
減
は
。

※

改
正
前
３
１
９
、

改
正
後
３
２
４
世
帯

で
、
５
世
帯
の
増
。

医
療
給
付
費
の
伸
び

率
の
現
状
は
。

対
前
年
比
１
０
１
％

で
、
最
近
は
ほ
ぼ
横

ば
い
状
態
。

今
回
の
改
正
に
と
も

な
う
調
定
額
は
。

※

１
４
３
万
１
２
０

０
円
の
増
。

※
は
、
５
月
の
月げ

つ
じ次
処
理

時
の
試
算
に
よ
る
。

放
課
後
児
童
健
全
育
成

事
業
の
設
備
及
び
運
営

に
関
す
る
基
準
を
定
め

る
条
例
の
一
部
改
正

放
課
後
児
童
支
援
員

の
総
数
と
、
男
女
の

内
訳
は
。

６
施
設
で
総
勢
15

人
、
全
員
が
女
性
。

支
援
員
15
人
の
有
資

格
者
の
内
訳
は
。

保
育
士
の
資
格
者
６

人
、
教
員
免
許
資
格

者
10
人
（
幼
稚
園
教
諭
６

人
、学
校
教
諭
４
人
）
で
、

内
１
人
は
重
複
資
格
者
。

　

承
認
１
件
お
よ
び
議
案

１
件
に
つ
い
て
審
査
し
ま

し
た
。

国
民
健
康
保
険
税
条
例

の
一
部
改
正

今
回
の
改
正
の
主
な

内
容
は
。

基
礎
課
税
額
分
の
限

度
額
を
４
万
円
引
き

上
げ
、
課
税
限
度
額
を
89

万
円
か
ら
93
万
円
と
し
、

高
所
得
者
に
負
担
を
求
め

る
も
の
。
ま
た
、
軽
減
措

置
の
５
割
軽
減
と
２
割
軽

減
の
対
象
世
帯
を
拡
大
、

被
保
険
者
間
の
税
負
担
の

公
平
の
確
保
と
中
低
所
得

者
層
の
税
負
担
の
軽
減
を

は
か
る
も
の
。　

今
回
の
改
正
に
よ
り
、

課
税
限
度
額
を
超
え

る
対
象
世
帯
数
は
。

※

改
正
前
55
、
改
正

後
46
世
帯
で
、
９
世

帯
の
減
。

今
回
の
改
正
に
よ
る
、

５
割
軽
減
対
象
世
帯

問問問

問問問問

問

国
民
健
康
保
険
税
に
お
け
る
高
所
得
者
の
負
担
増

答答

答答答

答

答

答

文教
厚生

宿題にはげむ駒寄第３学童クラブの児童たち
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議員名

議案名

結果 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16

賛
　
　
成

反
　
　
対

議
決
結
果

富
岡
　
大
志

大
林
　
裕
子

金
谷
　
康
弘

五
十
嵐
善
一

柴
﨑
德
一
郎

竹
内
　
憲
明

髙
山
　
武
尚

村
越
　
哲
夫

坂
田
　
一
広

飯
島
　
　
衛

岩
﨑
　
信
幸

平
形
　
　
薫

山
畑
　
祐
男

小
池
　
春
雄

岸
　
　
祐
次

馬
場
　
周
二

承認第 1号
税条例の一部改正に係る専決処分の報告と承認

…４ページ参照
15 0 可 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ －

承認第２号
国民健康保険税条例の一部改正に係る専決処分

の報告と承認…４・５ページ参照
15 0 可 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ －

議案第３４号 税条例等の一部改正…５ページ参照 15 0 可 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ －

議案第３５号
放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する

基準を定める条例の一部改正･･･５ページ参照
15 0 可 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ －

議案第３６号 平成３０年度一般会計補正予算 ･･･４ページ参照 15 0 可 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ －

同意第１号
固定資産評価員の選任について ･･･固定資産の
評価を所管する財務課長の人事異動によるもの

15 0 可 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ －

可…可決、否…否決、○…賛成、×…反対、欠…欠席、退…退席、除…除斥	 議長は採決に加わっていないため「－」で表示

越明許費繰

平成２９年度から平成３０年度に繰り越す事業

　歳出予算の経費のうち、年度内に支出が終わらない見込みのあるものについて、翌年度に限り
予算を繰り越して使用すること。

（万円未満は四捨五入）

事　　業　　名 翌年度繰越額

家屋確認調査業務 ５３３万円

大榛橋架け替え事業（榛東村施行） １，３６６万円

町道三国線道路改良事業 ７００万円

橋梁維持補修工事 ２，３４８万円

水路施設管理整備基本計画基礎調査業務 ２３０万円

開発等に伴う将来交通シミュレーション業務 ２２３万円

都市計画決定図書作成業務 ２００万円

立地適正化計画策定業務 ２３３万円

駒寄スマートＩＣ大型車対応化事業 1億３，３３６万円

南下城山防災公園整備事業 １億３，７００万円

空家等対策計画策定業務 ４００万円

賛否一覧
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